千葉市職員被服貸与要領
　（趣　旨）
第1条 この要領は、千葉市職員被服貸与規則（平成５年千葉市規則第３３号。

以下「規則」という。）の施行及び貸与品の調達に関し、必要な事項を定め
るものとする。
　（貸与品）
第２条　規則第２条第２項に規定する給与課長が別に定める貸与品は、次に掲
げる被服等で規則第９条に規定する貸与品管理台帳（以下「管理台帳」とい
う。）に登載されたものとする。
（１）職員（消防吏員を除く常勤職員をいう。以下同じ。）が職務遂行上日常
的かつ長期間（概ね１年以上）使用する事務服、作業服、白衣、保育衣等
の被服
（２）職員が職務遂行上使用する靴、帽子その他身に付ける物品で、１点の購
入価格が２千円（消費税を含む。）を超えるもの
（３）その他災害対応の必要等により給与課長が認めるもの
２　前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる物は、貸与品としない。
（１）ウエットスーツ、胴長靴、絶縁ゴム手袋、革手袋等特定の職場において
のみ使用するもの
（２）イベント用のＴシャツ、ウインドブレーカー等単発的な事業で使用する
もの
（３）その他貸与品としての管理を必要としないものとして給与課長が指定す
るもの
（被貸与者等の取扱い）
第３条　規則別表に規定する市長が別に定めるものとは、次に掲げる者とする。

（１）事務職員のうち、屋外で技術職員と同様の作業に従事する者
（２）前号に掲げる者のほか、給与課長が必要と認めた者

２　規則別表に規定する技術服の貸与期間の取扱いについては、当分の間，次
のとおりとする。
（１）貸与期間が満了したときにおいて、貸与している被服が引き続き使用で

きるものであると給与課長が認めたときは、その貸与期間を延長すること

ができる。
（２）前号の規定により、貸与期間を延長した後に、貸与している被服が使用

に耐えないものであると給与課長が認めたときは、その時点をもって貸与

期間は満了するものとする。
３　規則別表に規定する作業服（冬用）の新規採用職員に対する数量は、初年

度に限り２着を貸与するものとする。　

　
　（着用の義務）
第４条　規則第３条のやむを得ない事由とは、次に掲げる場合をいう。
（１）公務出張等により日常の職場を離れる場合
（２）気候の変化等により着用することが不適当と認められる場合
（３）その他給与課長又は所属長がやむを得ないと認めた場合
　（貸与品の調達）
第5条 貸与品の調達は、規則別表に掲げる貸与品にあっては給与課長が、そ
れ以外の貸与品にあっては給与課長と協議のうえ所属長が行うものとする。
　（貸与品の認定）
第6条 貸与品の品目、数量、被貸与者等（以下「品目等」という。）は、給
与課長が認定する。
２　所属長は、前項の規定により新たに認定を受け、又は認定された貸与品の
品目等について変更の認定を受けようとするときは、貸与品（認定・変更）
申請書（様式第１号）に管理台帳を添えて、給与課長に申請するものとする。
３　給与課長は、前項の申請を受け、新たに認定し、又は変更することを要す
ると認めたときは、貸与品（認定・変更）通知書（様式第２号）に新たに認
定され、又は変更された貸与品の品目等を記入した管理台帳を添えて、所属
長に通知するものとする。
４　給与課長は、第２項の申請を却下したときは、貸与品却下通知書（様式第
３号）に管理台帳を添えて通知するものとする。
　（貸与の申請）
第7条 所属長は、給与課長が調達する貸与品を受けようとするときは、貸与
品申請書（様式第４号）により、給与課長に申請しなければならない。
２　所属長は、給与課長が調達する貸与品の貸与期間が満了し、貸与品の更新
が必要であるときは、貸与品申請書により、給与課長に申請しなければなら
ない。
３　給与課長は、前２項の申請を受け、貸与又は貸与の更新の必要があると認
めたときは、所属長に通知するとともに、貸与品を貸与するものとする。
　（所属長の調達する貸与品）
第8条 所属長が第５条の規定により貸与品を調達するときは、個人台帳を添
付のうえ、品目等調達するために必要な事項について決裁した後、物品調達
伺書により調達しなければならない。
　（台帳等の整理及び保管）
第9条 給与課長は、管理台帳を保有し被服貸与総括的管理を行い、所属長に
その写しを送付する。
２　所属長は、給与課長から送付された管理台帳の写しを保管するものとする。
３　所属長は、被貸与者に貸与品を貸与し、又は給与課長から被貸与者に貸与
品が貸与されたときは、個人台帳に貸与被服、貸与期間等を被貸与者ごとに
記帳し、整理しなければならない。ただし、第２条第１項第３号による貸与
品に係る個人台帳の取扱いについては、給与課長と協議の上定めるものとす
る。
４　所属長は、所属の被貸与者に異動があった場合には、新たな所属長に個人
台帳を送付しなければならない。
　（貸与実績報告書の提出）
第１０条　給与課長は、毎年度末に所属長より個人台帳の写しを添えて、貸与
実績報告書（様式第５号）を提出させることができる。
　（亡失等の届出）
第１１条　規則第７条第１項に規定する届出は、貸与品亡失等届出書（様式第
６号）により行うものとする。
　（予算要求及び査定）
第１２条　貸与品の調達に関する予算要求は、規則第４条に規定する調達区分により給与課長及び所属長が行う。
２　給与課長は、新年度予算説明会までに、貸与品の単価、仕様等について契
約課と協議のうえ、資料（単価表）を作成し財政課を通じ所属長に送付する。
３　給与課長は、貸与品の調達に係わる予算査定の資料となる管理台帳の写し
を財政課長に送付するものとする。
　　　附　則
　この要領は、平成１１年４月１日から施行する。
      附　則
  この要領は、平成１５年４月１日から施行する。

   　 附　則
  この要領は、平成１９年６月１日から施行する。

   　 附　則
  この要領は、平成２２年４月１日から施行する。
   　 附　則
  この要領は、平成２４年６月１日から施行する。
   　 附　則
  この要領は、令和３年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要領は、令和３年１０月１日から施行する。

